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本研究では，2015 年に実施された，いわゆる「大阪都構想」を巡る大阪市特別区設置住民投票を事例と

して，接触メディアや，為政者や政策の実態の理解度といった有権者の事実認知と投票判断との関係性を

実証的に分析し，有権者が適切な事実認知に基づいた理性的な投票判断を下していたか否かを Web パネ

ル調査に基づいて検証を行った． 

その結果，接触メディアの差異が「大阪都構想」についての事実情報を正しく認知しているか否かに影

響を与えている事，ならびに，「大阪都構想」についての事実情報を正しく認知している場合の方がそう

でない場合より、住民投票に「反対」する人が多い事が示された．さらに，接触メディアの差異が住民投

票前後の賛否変化に影響を与えている結果も示されたことから，有権者が特定の情報発信媒体への接触を

通して事実を認知し，その事実認知が投票判断に影響を与えているという傾向が確認された． 
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1. はじめに 

 

(1) 「大阪都構想」を巡る政治プロセス 

一般に，都市計画，土木計画は私的機関が執り行うも

のではなく，「政府」が行うものである．なかでも，地

域的な都市計画や土木計画においては地方政府が重大な

役割を担い，これらの推進にあたっては，その「統治機

構」として如何なる形式が採択されているのかが重大な

影響を持つ．なぜなら，個々の都市計画，土木計画の諸

事業の財源と政治的意思決定プロセスは，その地方政府

の統治機構の形式に直接的に依存しているからである．

一方で，個々の地方政府の統治機構は，戦後，新憲法制

定と共に個々の地方に於いて措定されて以来，基本的に

大きな変革をされないまま今日に至っている．しかし，

今日では道州制の導入をはじめとして，統治機構のあり

方を大きく改変，変革する議論が，一定の現実性を伴う

形で展開されている．そうした統治機構改革の流れの中

で，最も抜本的な改革が実現される可能性が高いものと

して，大阪市を廃止して，市域に都区制度を導入する，

いわゆる「大阪都構想」あるいは「大阪市廃止分割構

想」が挙げられる．この構想が実現すれば，大阪という

一つの地域の統治機構が抜本的に改革され，それに伴っ

て，この地域の都市計画，土木計画の内実が抜本的に変

革されることが予期されるのである 1)． 

ところで，そもそも政治とは統治者・為政者が民に施

す施策のことであり 2)，政治によって施行される政策は

国家，国民に対して長期的，広域的に多大な影響を及ぼ

す重要なものである．したがって，政策の立案・策定段

階においては，政策内容の十分な検討が求められること

は論を俟たない．そしてその政治形態として，我が国を

はじめ多くの先進諸国では，国民が自己の意思の反映で

ある代表者を選出し，その代表者に政治の運営を任せる

間接民主制が採用されている．そうした代議機関はどん

な個人より熟慮することにおいて優れており，代議機関

に求められるのは話し合いであるとの指摘があるように
3)，こうした政治形態が採用されてきた背景として，政

治においては適切な議論が求められているということが

あるといえよう． 

一方で，1990 年代以降に我が国で始まった地方分権

改革は，国民自らが地域を統治していく直接民主制の働
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きを活発化させた．その象徴ともいえる住民投票は，

2010年時点で実に 400件以上も実施されている 4)．我が

国における住民投票は，[1]日本国憲法に基づいて地方

自治特別法の制定の可否を問うもの，[2]地方自治法に

基づいて地方議会の解散要求や議員・首長の解職要求な

どの直接請求を受けて賛否を問うもの，[3]条例に基づ

くもの，の 3種類に大別できる．[1]，[2]は法的拘束力を

伴う一方で，これまで我が国で実施された住民投票の 8

割以上が[3]に該当し，この投票結果に法的拘束力はな

い．上述した，いわゆる「大阪都構想」の是非を巡って

2015 年 5 月 17 日に実施された大阪市特別区設置住民投

票は，[1]，[2]，[3]のいずれにも該当しない，「大都市

地域における特別区の設置に関する法律」に基づいた初

めての住民投票であり，政令指定都市そのものの是非を

住民に直接問う全国初の住民投票として，全国的にも大

きな注目を集めた．投票日当日まで賛成・反対両派によ

る論戦が繰り広げられ，また市民の政策への理解を深め

るための大阪市主催の説明会もたびたび開かれた．住民

投票の当日有権者数は 2,104,076 人で，投票率は 66.83%

であった．投票の結果否決となったが，賛成 694,844 票

（49.6%），反対 705,585 票（50.4%）とその差は非常に

僅差であった 5)．しかし，同年 11月 22日に実施された

大阪府知事・大阪市長のダブル選挙（以下，大阪ダブル

選）では，「大阪都構想」の再挑戦を掲げた大阪維新の

会から立候補した松井一郎氏が府知事に，吉村洋文氏が

市長にそれぞれ当選した．大阪維新の会は「大阪都構

想」の実現を目標に掲げ，引き続き住民に理解を得るた

めのタウンミーティングを行うなど 2度目の住民投票に

向けた活動を進めており，「大阪都構想」の是非を巡る

議論が再び活発化しつつある 6)． 

 

(2) 有権者の投票判断と事実認知の関係 

住民投票は住民の意思を直接的に集計する，社会的な

意思決定手法の一つである．一方で，その意思決定には

多くの限界が指摘されている．羽鳥ら 7)は，第一に，投

票に参加する個人が必ずしも合理的主体ではなく，心理

的・感情的な動機に左右されること，第二に，合理的な

個人であっても投票を棄権することがあり，多くの有権

者が棄権した場合，投票結果が覆る可能性があること，

第三に，有権者が充分な情報を有さず，誤った信念に基

づき投票する場合がある，という三点を挙げている． 

言うまでもなく，合理的な都市計画，土木計画を志す

上で，統治機構改革についての政治プロセスにおいて合

理的な議論が展開されることが必要不可欠であり，その

ために，有権者が統治機構改革によって想定される功罪

を可能な限り，客観的情報に基づき，正しく理解するこ

とが必要不可欠であることは論ずるまでもない．言い換

えれば，上記の第一，第三の指摘にあるように，有権者

が統治機構改革による影響に対する正しい情報を取得し

ないままに，非理性的な判断に基づく議論が展開される

ことは，統治機構改革の是非についての合理的な政治的

判断の崩壊を意味しており，それは即ち，合理的な都市

計画，土木計画の崩壊に他ならない．先の「大阪都構

想」を巡る住民投票は，法的拘束力を有する過去に例を

見ない重大な直接民主制の政治プロセスが採用された極

めて稀有な事例といえる．したがって，有権者がどの程

度，当該政策の実現によってもたらされ得る影響を理解

した上で投票判断を下しているのか，という点を実証的

に明らかにすることは，今後の直接民主制の政治プロセ

スの運用の在り方を考える上で，貴重な知見となり得る

ものと考えられる．こうした有権者の政策理解度と投票

行動の関係性に関する研究は数多く蓄積されており，上

記の指摘を裏付ける経験的事実が確認されている例えば，8), 

9)ものの，それらは間接民主制に基づく選挙を対象とし

たものであり，住民投票という，有権者の「政策理解」

そのものが間接民主制における選挙よりも，より本質的

に重要なものとなると考えられる直接民主制の政治プロ

セスを対象とした研究は乏しい例えば，10)．上述した通り，

「大阪都構想」を巡る住民投票は，統治機構改革の是非

という，地方自治に重大な影響を及ぼす政治的選択を有

権者に委ねた極めて希有な事例であり，投票判断に際し

ては，より一層の政策理解が求められることは言うまで

もない．そこで本研究では，「大阪都構想」の是非を巡

って実施された住民投票の前後，ならびに，大阪ダブル

選後に大阪市民を対象として実施されたアンケート調査

に基づき，「大阪都構想」を巡る，接触メディアや，有

権者の事実認知と投票判断との関係性を実証的に分析し，

有権者が適切な事実認知に基づいた理性的な投票判断を

下していたか否かを検証することを目的とする． 

 

 

2. 方法 

 

(1) 調査概要 

本研究では，「大阪都構想」を巡る有権者の政策理解

度と投票判断の関係性を検証するために，大手インター

ネット調査会社のリサーチモニターに登録している大阪

市民を対象として，大阪市特別区設置住民投票の前後，

ならびに大阪ダブル選後（住民投票前：2015 年 2 月 13

日～18日実施，住民投票後：2015年 5月 25日～5月 27

日実施，大阪ダブル選後：2016年 1月 8日～1月 9日実

施）の全 3 回，パネル調査として Web アンケート調査

を実施した．なお，本調査は調査会社からリサーチモニ

ターに対してメール配信されるものであるが，その際，

調査実施主体は記載されない．住民投票前の調査では

6,177名，住民投票後の調査では 1,030名，大阪ダブル選
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後の調査では 310名から回答が得られた．なお，各年代

（20代，30代，40代，50代，60歳以上），性別（男性，

女性）が均等になるよう割り付けた． 

 

(2) 調査項目 

以下に調査項目を示す．なお，本調査では以下に述べ

る調査項目以外にも，「大阪都構想」に対するイメージ

などを尋ねているが，本稿では割愛する．なお，括弧内

にその調査項目が全 3回のアンケート調査のうち，どの

アンケート調査に記載されたものであるかを示している． 

a) 「大阪都構想」事前賛否（住民投票前） 

住民投票実施前の「大阪都構想」への賛否意識を測定

するため，「大阪都構想に賛成ですか？」という質問を

設定し，「賛成」から「反対」の 5件法で回答を要請し

た． 

b) 住民投票結果（住民投票後） 

大阪市特別区設置住民投票で賛成・反対のどちらに票

を投じたのかを測定するため，「大阪都構想の住民投票

で賛成票を投じましたか、反対票を投じましたか？」と

いう質問を設定し，「賛成票を投じた」，「反対票を投

じた」，「覚えていない」の 3段階で回答を要請した．

なお，別の設問において住民投票で投票したか否かを尋

ねており，住民投票後の調査に回答した 1,030 サンプル

の内 177 サンプル，大阪ダブル選後の調査に回答した

310サンプルの内 54サンプルが「投票していない」との

回答であった． 

c) 「大阪都構想」実現後の大阪府の位置付け（大阪ダ

ブル選後） 

「大阪都構想」が実現した場合，大阪府の位置付けが

どうなるかについて事実が正しく認知されているかを測

定するため，「大阪都構想が実現すると、大阪府はどう

なると思いますか。」という質問を設定し，「東京と同

じく「都」になる」，「大阪「府」のままだが、副首都

扱いを受ける」，「大阪「府」のままで地位も上がらな

い」，「その他（自由記述）」，「分からない」の 5つ

の選択肢から単一での回答を要請した．なお，大都市地

域特別区設置法 11)には「特別区を包括する道府県は、地

方自治法その他の法令の規定の適用については、法律又

はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除くほか、

都とみなす。」とあるものの，大阪「都」へと名称が変

更されることはなく，また，「大阪都構想」の実現と大

阪府が副首都となるかは関係がないため，本調査項目の

正しい選択肢は「大阪「府」のままで地位も上がらな

い」である． 

d) 「大阪都構想」実現後の大阪市の位置付け（大阪ダ

ブル選後） 

「大阪都構想」が実現した場合，大阪市の位置付けが

どうなるかについて事実が正しく認知されているかを測

定するため，「大阪都構想が実現すると、大阪市はどう

なると思いますか。」という質問を設定し，「政令指定

都市のまま残る」，「政令指定都市ではなくなるが、今

のまま残る」，「廃止されるが、大阪市と同じ力を持つ

5 つの特別区が設置される」，「廃止されて消滅する」，

「その他（自由記述）」，「分からない」の 6つの選択

肢から単一での回答を要請した．なお，大都市地域特別

区設置法 11)には「この法律は、道府県の区域内において

関係市町村を廃止し、特別区を設けるための手続並びに

特別区と道府県の事務の分担並びに税源の配分及び財政

の調整に関する意見の申出に係る措置について定めるこ

とにより、地域の実情に応じた大都市制度の特例を設け

ることを目的とする。」と大阪市が廃止されることが明

確に記述されており，かつ「大阪都構想」が実現した場

合に旧大阪市域に設置される 5つの特別区は，大阪市と

比べて権限や財源が大きく制限された自治体となってい

ることから 12)，本調査項目の正しい選択肢は「廃止され

て消滅する」である． 

e) 「大阪都構想」に対する期待感（住民投票前・住民

投票後・大阪ダブル選後） 

有権者が「大阪都構想」の実現によってどのようなこ

とを期待しているのかについて調査するため，「大阪

「府」はよくなると思う」，「大阪「市」はよくなると

思う」，「日本はよくなると思う」，「大阪の雇用が増

えると思う」，「大阪の経済は活性化すると思う」，

「二重行政による無駄がなくなると思う」，「住民の声

が役所に反映されやすくなると思う」，「大阪市民の税

金負担が軽減すると思う」，「行政が混乱すると思う」，

「住民サービスが低下すると思う」，「財政が健全化す

ると思う」，「大阪も東京の様に発展すると思う」，

「改革が進むと思う」，「大阪の歴史や文化が壊される

と思う」，「カジノを含む統合型リゾートの誘致が進む

と思う」について，それぞれ「とてもそう思う」から

「全くそう思わない」の 7件法で回答を要請した． 

f) 「大阪都構想」参考情報（住民投票後） 

世論形成に少なからぬ影響を持つことが指摘されてい

る例えば，13)メディアによる認知や投票判断への影響を分析

するため，「大阪都構想」に関してメディアの情報をど

の程度参考にしているのかについて，「読売新聞」，

「朝日新聞」，「毎日新聞」，「日本経済新聞」，「産

経新聞」，「地方紙」，「スポーツ新聞」，「週刊誌」，

「テレビ」，「インターネット」，「タウンミーティン

グ」，「（大阪市が主催する）住民説明会」，「橋下徹

氏の Twitter」，「橋下徹氏の街頭演説」，「橋下徹氏の

テレビ出演」，「大阪維新の会のホームページ」，「周

囲の人の意見」，「都構想の「効果」を主張する学者や

専門家の意見」，「都構想の「危険性」を指摘する学者

や専門家の意見」，「都構想の「効果」を主張するチラ

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 4 

シ」，「都構想の「危険性」を指摘するチラシ」，「書

籍」の計 22 項目について，それぞれ「見聞きしていな

い」，「見聞きしたが、全く参考にしなかった」，「見

聞きしたが、余り参考にしなかった」，「少し参考にし

た」，「非常に参考にした」の 5段階の選択肢を設定し，

回答を要請した． 

g) 「大阪都構想」に関する情報の評価（住民投票後・

大阪ダブル選後） 

有権者が「大阪都構想」に関する情報に対して，どの

ような評価を下していたかについて分析するため，「大

阪都構想に関するメディアの報道は偏っていたと思う」，

「大阪都構想の反対派は、デマばかり言っていた」，

「大阪都構想の賛成派は、デマばかり言っていた」につ

いて，それぞれ「とてもそう思う」から「全くそう思わ

ない」の 7件法で回答を要請した． 

 

 

3. 分析 

 

(1) 接触メディアと事実認知の関係性に関する分析 

はじめに，有権者が「大阪都構想」に関して参考にし

た各種情報媒体が，事実認知に影響を及ぼしていたか否

かを統計的に検証するために，有権者の接触メディアと

事実認知の関係性について分析を行う． 

分析に先立って，「大阪都構想」に関する事実を認知

しているか否かについて，被験者を次のように分類する．

すなわち，2.(2) c), d)で示した「大阪都構想」実現後の

大阪府・市の位置付けを問うた調査において，それぞれ

正しい選択肢を回答したサンプルを「正解群」，それ以

外の選択肢を回答したサンプルを「不正解・不明群」と

する．「大阪都構想」実現後の大阪府の位置付けを問う

た調査においては，正解群が 99 サンプル，不正解・不

明群が 211サンプルであり，大阪市の位置付けを問うた

調査においては，正解群が 27 サンプル，不正解・不明

群が 283サンプルであった． 

また，2.(2) f)で示した 22項目の各種情報媒体を，以下

の根拠に基づいて，「肯定的情報発信媒体」，「否定的

情報発信媒体」，「両論発信媒体」の 3種に分類する． 

まず，橋下徹元大阪市長は自身の Twitter
14)において，

「また大阪市は大阪都構想を市の方針としたのだから、

その提案理由、必要性を述べるのは当然だ。大阪市が何

かの政策をやろうと思えば、その理由と必要性を述べる。

場合によっては住民説明会を開く。当然税金で説明会を

開く。住民の皆さんに納得してもらうために、提案理由

を丁寧に説明する。」と述べているように，大阪市が主

催する住民説明会や橋下氏の「大阪都構想」に関する発

言は，二重行政の解消や住民サービスの充実といった

「大阪都構想」による効果を訴える主張や，その主張を

後押しするための情報が大半を占めることから，「（大

阪市が主催する）住民説明会」，「橋下徹氏の Twitter」，

「橋下徹氏の街頭演説」，「橋下徹氏のテレビ出演」を

「肯定的情報発信媒体」に位置付けた．また，大阪維新

の会は「大阪都構想」を最重要政策に位置付けており，

同党によるタウンミーティングやホームページにおいて，

パネルや動画を用いてその効果をさまざまな観点から主

張していることから，「タウンミーティング」，「大阪

維新の会のホームページ」もまた，「肯定的情報発信媒

体」に位置づけた．さらに，「都構想の「効果」を主張

する学者や専門家の意見」及び「都構想の「効果」を主

張するチラシ」は，文字通り「肯定的情報発信媒体」で

あり，その具体例として，前者については，高橋や佐々

木によるインターネット記事が想定され例えば，15), 16)，後者

については，大阪維新の会が発行する広報誌「維新プレ

ス」などが考えられる． 

次に，「否定的情報発信媒体」については，「都構想

の「危険性」を指摘する学者や専門家の意見」，「都構

想の「危険性」を指摘するチラシ」が該当する．その情

報源は特定できないものの，前者の候補としては，教育

学，政治学，防災学，行政学等の多様な分野にまたがる

複数の専門家による「『大阪都構想』の危険性を明らか

にする学者記者会見」17)，後者については，「大阪都構

想」に反対を唱えていた自民党や共産党の広報誌が挙げ

られる． 

最後に，国内の新聞やテレビにおける報道は，ひとつ

の意見が主流であっても，もう一方，あるいは対立する

意見についても報道する両論併記が原則とされており，

特に，政策や特定の意思などを決定する過程において，

あるひとつの意見のみではなく複数の意見や見解につい

て報道することが一般的とされる 18)．また，テレビの場

合は放送法で「多角的論点提示」に務めるよう定められ

ていることから，「読売新聞」，「朝日新聞」，「毎日

新聞」，「日本経済新聞」，「産経新聞」，「地方紙」，

「スポーツ新聞」，「週刊誌」，「テレビ」を「両論発

信媒体」として位置付けた．加えて，「インターネッ

ト」，「書籍」には肯定的，否定的，中立的と多様な意

見が存在しており，また「周囲の人の意見」についても，

住民投票の結果から推察されるように，「大阪都構想」

に対する世論は二分しているといえることから，これら

3項目も「両論発信媒体」として位置付けた． 

上記を踏まえ，有権者が「大阪都構想」に関して参考

にした各種情報媒体が，事実認知に影響を及ぼしていた

か否かを統計的に検証するために，正解群および不正

解・不明群において，各種情報媒体を参考にする程度の

平均値の差の t 検定を行った．なお，各種情報媒体を参

考にする程度の平均値は，「見聞きしていない」を 1，

「見聞きしたが、全く参考にしなかった」を 2，「見聞
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きしたが、余り参考にしなかった」を 3，「少し参考に

した」を 4，「非常に参考にした」を 5として算出して

いる． 

被験者を，「大阪都構想」実現後の大阪府の位置付け

を正しく認知しているか否かで分類して行った t 検定の

結果を表-1 および図-1，大阪市の位置付けを正しく認知

しているか否かで分類して行った t検定の結果を表-2 お

よび図-2に示す． 

分析の結果，「「大阪都構想」実現後の大阪府の位置

付け」における正解群は「都構想の「危険性」を指摘す

る学者や専門家の意見」，「インターネット」を参考に

している傾向が高く，不正解・不明群は「橋下徹氏の街

頭演説」を参考にしている傾向が高いことが確認された．

また，「「大阪都構想」実現後の大阪市の位置付け」に

おける正解群は「都構想の「危険性」を指摘する学者や

専門家の意見」，「都構想の「危険性」を指摘するチラ

シ」を参考にしている傾向が高いことが確認された一方

で，不正解・不明群においては，正解群と比較して有意

に参考にしている傾向が高い情報媒体は確認されなかっ

た． 

このことから，正解群においては，否定的情報発信媒

体である，「「大阪都構想」の危険性を指摘する学者や

専門家の意見」，「「大阪都構想」の危険性を指摘する

チラシ」に加えて両論発信媒体である「インターネッ

ト」が参考にされている傾向が高い可能性がある一方で，

不正解群・不明群においては，肯定的情報発信媒体であ

る「橋下徹氏の街頭演説」のみが参考にされている傾向

が高い可能性があることが明らかとなった． 

 

(2) 事実認知と投票判断の関係性に関する分析 

続いて，有権者の事実認知の正否が，住民投票におけ

る投票判断に影響を及ぼしていたか否かを統計的に検証

するために，有権者の事実認知と投票判断の関係性につ

いて分析を行う． 

まず，有権者の事実認知については，(1)に引き続き，

被験者を正解群および不正解・不明群に二分した分類を

用いる．また，投票判断を表す指標については，2.(2) b)

で示した「賛成票を投じた」，「反対票を投じた」の 2

つの選択肢をそのまま用いることとする．なお，大阪ダ

ブル選後の調査に回答した 310サンプルのうち，そもそ 

表-1 「大阪都構想」に関する各種情報媒体の参考の程度の平均値の差の t検定 

(「「大阪都構想」実現後の大阪府の位置付け」正否別） 
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図-1 「大阪都構想」に関する各種情報媒体の参考の程度の平均値の差のt検定 

(「「大阪都構想」実現後の大阪府の位置付け」正否別） 

 

 表-2 「大阪都構想」に関する各種情報媒体の参考の程度の平均値の差のt検定 

(「「大阪都構想」実現後の大阪市の位置付け」正否別） 
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も投票をしていないのが 54 サンプル，「賛成票を投じ

た」を選択したのが 150サンプル，「反対票を投じた」

を選択したのが 102サンプル，「覚えていない」を選択

したのが 4サンプルであった．上述した指標を用いて，

有権者の事実認知と投票判断の関係性についてカイ二乗

検定を行った． 

被験者を，「大阪都構想」実現後の大阪府の位置付け

を正しく認知しているか否かで分類して行ったカイ二乗

検定の結果を表-3 および図-3，大阪市の位置付けを正し

く認知しているか否かで分類して行ったカイ二乗検定の

結果を表-4および図-4に示す． 

分析の結果，「「大阪都構想」実現後の大阪府の位置

付け」においては，正解群のおよそ 7割が住民投票で反

対票を投じた一方で，不正解・不明群は 7割弱が住民投

票で賛成票を投じており，「「大阪都構想」実現後の大

阪市の位置付け」においては，正解群のおよそ 9割が反

対票を投じ，また不正解・不明群の 6割弱が賛成票を投

じたことが確認された．どちらの検定においても有意差

が認められたことから，「大阪都構想」に関する事実を

認知している人々は住民投票において反対票を投じた傾

向が高く，認知していない人々は賛成票を投じた傾向が

高い可能性があり，事実認知の正否が住民投票における

投票判断に影響した可能性が十分に考えられるといえよ

う． 

 

(3) 事実認知と投票判断の関係性に関する分析 

最後に，有権者が「大阪都構想」に関して参考にした

各種情報媒体が，投票判断に影響を及ぼしていたか否か

を統計的に検証するために，住民投票前後の賛否変化に

着目しつつ，分析を行うこととする． 

分析に先立って，有権者の投票判断について，住民投

票前後の賛否意識の変化から，被験者を次のように分類

する．即ち，2.(2) a)で示した「大阪都構想」事前賛否に

おいて「反対」，「どちらかといえば反対」，「どちら

ともいえない」と回答していた一方で，2.(2) b)で示した

住民投票結果において「賛成票を投じた」と回答したサ

ンプルを「肯定的変化群」，「大阪都構想」事前賛否に

おいて「賛成」，「どちらかといえば賛成」，「どちら

ともいえない」と回答していた一方で，住民投票結果に

おいて「反対票を投じた」と回答したサンプルを「否定

的変化群」とする．サンプル数は肯定的変化群が 168

サンプル，否定的変化群が 137 サンプルであった．

また，有権者が「大阪都構想」に関して各種情報媒体を

どの程度参考にしたかを表す指標については，(1)の分

析に用いた指標と同じものを用いることとする． 

上記を踏まえ，有権者が「大阪都構想」に関して参考

にした各種情報媒体が，投票判断に影響を及ぼしていた

か否かを統計的に検証するために，肯定的変化群および

否定的変化群における，各種情報媒体を参考にする程度

の平均値の差の t 検定を行った．結果を表-5 および図-5

に示す． 

分析の結果，肯定的変化群は，「橋下徹氏の Twitter」

を参考にしている傾向が高い一方で，否定的変化群は

「都構想の「効果」を主張する学者や専門家の意見」， 

 

図-2 「大阪都構想」に関する各種情報媒体の参考の程度の平均値の差のt検定 

(「「大阪都構想」実現後の大阪市の位置付け」正否別） 
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「都構想の「効果」を主張するチラシ」，「都構想の

「危険性」を指摘する学者や専門家の意見」，「都構想

の「危険性」を指摘するチラシ」を参考にしている傾向

が高いことが確認された．このことから，肯定的変化群

は，否定的変化群と比較して肯定的情報発信媒体である

橋下徹氏の Twitter のみを参考にしている傾向が高い一

方で，否定的変化群は，肯定的変化群と比較して否定的

情報発信媒体である「大阪都構想」の危険性を指摘する

学者や専門家の意見・チラシのみならず，肯定的情報発

信媒体である「大阪都構想」の効果を主張する学者や専

門家の意見・チラシをも参考にしている傾向が高い可能

性があることが示唆された． 

 

 

4. 考察 

 

はじめに，3.(1)においては，有権者の接触メディアと

事実認知の関係性に関する分析を行った．具体的には，

有権者が「大阪都構想」に関して参考にした各種情報媒

体が，「大阪都構想」実現後の大阪府・市の位置付けに

関する事実の認知に影響を及ぼしていたか否かを統計的

に検証するために，正解群および不正解・不明群におい

て，各種情報媒体を参考にする程度の平均値の差の t 検

定を行った．その結果，正解群においては，否定的情報

発信媒体である，「都構想の「危険性」を指摘する学者

や専門家の意見」，「都構想の「危険性」を指摘するチ

ラシ」に加えて両論発信媒体である「インターネット」

が参考にされている傾向が高い可能性がある一方で，不

正解群・不明群においては，肯定的情報発信媒体である

「橋下徹氏の街頭演説」のみが参考にされている傾向が

高い可能性があることが明らかとなり．各種情報媒体の

参考の程度と事実認知の正否との間には有意な関係性が

ある事が確認された． 

続いて，3.(2)においては，有権者の事実認知と投票判

断の関係性に関する分析を行った．具体的には，「大阪

都構想」実現後の大阪府・市の位置付けに関する事実の

認知が，住民投票の投票判断に影響を及ぼしていたか否

かを検証するためにカイ二乗検定を行った．その結果，

「「大阪都構想」実現後の大阪府の位置付け」において

は，正解群のおよそ 7割が住民投票で反対票を投じた一

方で，不正解・不明群は 7割弱が住民投票で賛成票を投

じており，また，「「大阪都構想」実現後の大阪市の位

置付け」においては，正解群のおよそ 9割が反対票を投

じ，また不正解・不明群の 6割弱が賛成票を投じたこと

が確認された．どちらの検定にも有意差が認められたこ

とから，事実認知の正否と住民投票における投票判断と

の間には，有意な関係性があることが示唆された． 

以上から，接触メディアと事実認知，事実認知と投票

判断にそれぞれ有意な関係性があることが示唆されたも

のの，これらの因果関係は不明である．すなわち，「正

解を認知している（知らない）から反対（賛成）した」

のか，「反対（賛成）しているから，正しい（間違っ

た）認知を敢えて形成した」のいずれか，あるいは少な

くとも一方が存在しないのか，明らかではない． 

表-3 「「大阪都構想」実現後の大阪府の位置付

け」の正否と住民投票賛否とのカイ二乗検定 

賛成票を投じた 反対票を投じた 計

28 59 87

32.2% 67.8% 100.0%

122 43 165

73.9% 26.1% 100.0%

150 102 252

59.5% 40.5% 100.0%

χ
2
=41.22***，***p<.001

正解群

不正解・不明群

計

 

 

図-3 「「大阪都構想」実現後の大阪府の位置付

け」の正否と住民投票賛否とのカイ二乗検定 

 

表-4 「「大阪都構想」実現後の大阪市の位置付

け」の正否と住民投票賛否とのカイ二乗検定 

賛成票を投じた 反対票を投じた 計

3 21 24

12.5% 87.5% 100.0%

147 81 228

64.5% 35.5% 100.0%

150 102 252

59.5% 40.5% 100.0%

χ
2
=24.35***，***p<.001

正解群

不正解・不明群

計

 

 

図-4 「「大阪都構想」実現後の大阪市の位置付

け」の正否と住民投票賛否とのカイ二乗検定 
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表-5 「大阪都構想」に関する各種情報媒体の 

参考の程度の平均値の差の t検定（住民投票前後賛否変化別） 

 

 

図-5 「大阪都構想」に関する各種情報媒体の 

参考の程度の平均値の差のt検定（住民投票前後賛否変化別） 
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そこで，これらの因果関係について知見を得ることを

目的として，3.(3)で行った有権者の接触メディアと投票

判断の「変化」との関係性に関する分析の結果に改めて

着目する．3.(3)においては，有権者が「大阪都構想」に

関して参考にした各種情報媒体が，投票判断に影響を及

ぼしていたか否かを統計的に検証するために，肯定的変

化群および否定的変化群における，各種情報媒体を参考

にする程度の平均値の差の t 検定を行った．分析の結果，

肯定的変化群は，「橋下徹氏の Twitter」を参考にしてい

る傾向が高い一方で，否定的変化群は「都構想の「効

果」を主張する学者や専門家の意見」，「都構想の「効

果」を主張するチラシ」，「都構想の「危険性」を指摘

する学者や専門家の意見」，「都構想の「危険性」を指

摘するチラシ」を参考にしている傾向が高いことが確認

された． 

以上の賛否の「変化」に着目した分析結果は，有権者

が「大阪都構想」に関する事実を認知したことで，賛否

が「変化」したという因果方向の可能性を支持するもの

である．もしこの因果方向が存在すると想定すれば，以

上に述べた分析結果は，以下のような解釈を許容するも

のと思われる．すなわち，有権者の「大阪都構想」に関

する各種情報媒体への接触の程度の差が事実認知の正否

をもたらし（3.(1)），その事実認知の正否が住民投票の

賛否判断をもたらし（3.(2)），その結果として，3.(3)で

確認された，各種情報媒体への接触の程度の差による賛

否判断の「変化」をもたらした，という解釈である．こ

の解釈は，「都構想の「危険性」を主張する学者や専門

家の意見」，「都構想の「危険性」を主張するチラシ」

に接触した人々が，正しい事実認知を形成していると同

時に，反対意見に「変化」したという統計的傾向が有意

に存在していたという事実によってより強く支持される

ものと考えられる．もちろん，何らかの理由で反対意見

に変化した人々が，自らの変化を正当化するために正し

い意見を形成すると同時に「都構想の「危険性」を指摘

する学者や専門家の意見」，「都構想の「危険性」を指

摘するチラシ」に接触した，という可能性も論理的には

存在し得る．しかし，表-6，表-7 からわかる通り，

「大阪都構想」が実現すると「大阪府はそのまま」，

「大阪市は廃止される」といった事実を正しく認知して

いる割合は極めて小さく，外部からの情報ソース無しに

事実認知を形成することは不可能ではないとしても、困

難である可能性は十分考えられる．しかも，例えばチラ

シは自宅に配布される受動性の高い媒体であることから，

正しい意見に変化したからといってそれに意図的に接触

しようとして成功する事が困難である可能性も十分考え

られる．つまり，先に述べた「都構想の「危険性」を指

摘する学者や専門家の意見・チラシへの接触→正しい認

知の形成→住民投票で反対票を投じる」という因果プロ

セス以外の可能性も完全に排除することはできないが，

その可能性が正当である蓋然性は必ずしも高いものとは

いえないと考えられる． 

上述したことと，3.(2)で行った分析においては，正解

群は不正解・不明群と比較して反対票を投じている可能

性が示唆されたことから，「特定情報媒体を参考にした

ことで，事実を認知し（認知せず），反対票を投じた

（賛成票を投じた）」という投票判断経路を考えること

ができる．3.(1)で行った分析から合わせて考えると，本

研究で得られた分析結果からは，「都構想の「危険性」

を指摘する学者や専門家の意見」，「都構想の「危険

性」を指摘するチラシ」，「インターネット」を参考に

することで事実を認知し，反対票を投じたという経路

（以下，経路 1）と，「橋下徹氏の街頭演説」を参考に

した結果，事実を認知せず，賛成票を投じたという経路

（以下，経路 2）の，2 つの投票判断経路が存在する可

能性があるといえよう． 

以上の結果を，精緻化見込みモデル（Elaboration Likeli-

hood Model：ELM）に基づけば，次のように解釈できる．

精緻化見込みモデルとは，Petty & Cacioppo
19)により提唱

されたモデルであり，手がかり，精緻化見込みの程度，

ルートという概念を用いて人々が意思決定を行う際の情

報処理過程を説明するものである．なお，ここでいう手

がかりとは，判断に用いる情報のことであり，情報の種

類によって中心的手がかりと周辺的手がかりに区別され

る．中心的手がかりは議論や説得内容そのものを指す．

本研究においては，「大阪都構想」の政策的内容が該当

するであろう．また，周辺的手がかりは中心的手がかり

以外の情報，すなわち議論や説得内容以外の情報を指す．

本研究においては，「大阪都構想」の政策的内容ではな

く，情報を提供する人々の話し方やイメージが該当する

と考えられる．中心的手がかりを注意深く評価したうえ

で意思決定を行う経路を中心経路，中心経路のような情

報の精緻化を行わず，周辺的手がかりによって意思決定

を行う経路を周辺経路と呼ぶ． 

表-6 「大阪都構想」実現後の大阪府の位置付け 
大阪ダブル選後（n=310）

東京と同じく「都」になる 14.5%

大阪「府」のままだが、副首都扱いを受ける 30.6%

大阪「府」のままで地位も上がらない 31.9%

その他 1.3%

分からない 21.6%

注：網掛けは正しい選択肢を表している  

 

 

表-7 「大阪都構想」実現後の大阪市の位置付け 

大阪ダブル選後（n=310）

政令指定都市のまま残る 25.5%

政令指定都市ではなくなるが、今のまま残る 6.5%

廃止されるが、大阪市と同じ力を持つ5つの特別区が設置される 35.8%

廃止されて消滅する 8.7%

その他 0.0%

分からない 23.5%

注：網掛けは正しい選択肢を表している  
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まず，経路 1は，「都構想の「危険性」を指摘する学

者や専門家の意見」や「都構想の「危険性」を指摘する

チラシ」，「インターネット」といった情報に接触する

ことで「大阪都構想」に関する事実という中心的手がか

りを得て，それに基づき反対票を投じるという意思決定

を行っていることから，中心経路であると考えられる．

次に，経路 2は，「橋下徹氏の街頭演説」を参考にした

結果，「大阪都構想」に関する事実を認知せず，賛成票

を投じるという経路であるが，そもそも「橋下徹氏の街

頭演説」は不正解・不明群が参考にしている傾向が高い

情報媒体であるうえに，「「大阪都構想」実現後の大阪

府の位置付け」における不正解・不明群を抽出して「橋

下徹氏の街頭演説」に対する参考の程度と「大阪都構

想」に関する情報の評価について相関分析を行った結果，

「大阪都構想の反対派はデマばかり言っていた」に有意

な正の相関が確認された（表-8 参照）．つまり，「橋

下徹氏の街頭演説」は，事実を認知させる効果を有さな

い一方で，反対派はデマを言っていたという心的傾向を

強める効果は有していた可能性が考えられることから，

経路 2は周辺経路による意思決定であるといえよう． 

 

 

4. おわりに 

本研究から得られた結果は，政策議論において両論が

存在する以上，両者の主張の中に，審議に対する有権者

の理性的な判断を阻害する「事実ではない情報」あるい

は「事実に関する認識を歪める情報」の存在が確認され

た場合には，徹底的にそれを批判し，排除していくこと

の重要性を改めて示すものであるといえよう．しかしな

がら，周辺的手がかりに基づいた意思決定は，こうした

「事実ではない情報」あるいは「事実に関する認識を歪

める情報」をも，その他の情報と共に態度形成の手がか

りとしてしまうため，中心的手がかりに基づいた意思決

定よりも，必ずしも合理的とは言い難い判断が下され，

後に禍根を残す可能性も十分に考えられる． 

「大阪都構想」は一度住民投票で否決されたものの，

住民投票が行われる可能性は，2017 年 2 月現在，大阪

府・市の首長や府・市議会の構成ならびに，現在の大阪

維新の会の動向から考えると，非常に高いといえる．今

後，適切な統治機構を導く民主的判断を期するためには，

可能な限り中心的手がかりに基づいた意思決定がなされ

る事を企図した世論形成プロセスのあり方を考える必要

があるといえる．そのためには，今回の住民投票の事例

のように，十分な政策的議論がなされないまま住民投票

が実施された可能性を排除できないような事態は絶対に

避けなければならないだろう． 

なお本研究で得られた結果は，分析可能な調査データ

に基づくものであり，最終的な結論に向けてはさらなる 

表-8 「橋下徹氏の街頭演説」の参考の程度と 

「大阪都構想」に関する情報の評価との相関分析 

大阪都構想に関する
メディアの報道は
偏っていたと思う

大阪都構想の賛成派は、
デマばかり言っていた

大阪都構想の反対派は、
デマばかり言っていた

r .084 -.032 .149*

p .225 .649 .031

*p<.05, **p<.01, ***p<.001

不正解･不明群：n=211

橋下徹氏の街頭演説

 

 

実証分析が求められる． 
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